
   

 

 

 

指定保障措置検査等実施機関の役員の選任の認可 

 

令和５年10月25日 

原子力規制庁 

１．趣旨 

 本議題は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法

律第 166号。以下「原子炉等規制法」という。）第 61条の 23の 11第１項の規定に基

づき、指定保障措置検査等実施機関（以下「指定機関」という。）の役員の選任の認可

の決定について付議するものである。 

 

２．経緯 

○ 令和４年度第 16 回原子力規制委員会臨時会議（令和４年６月８日）において、原子力

規制委員会は、原子炉等規制法第 61条の 23の 11第１項の規定に基づき指定機関

である公益財団法人核物質管理センター（以下「核物質管理センター」という。）

から申請のあった役員９名の選任の認可を決定したが、その審議の過程において、

以下の点について核物質管理センターに伝えるよう原子力規制庁に対して指示が

なされた。 

 

 役員の選考に当たっては広く候補者を集める観点から公募の活用の検討が必

要ではないかという点 

 

○ 核物質管理センターは、業務執行理事１名が辞任したことに伴い、評議員会にお

いて「公益財団法人核物質管理センター役員候補選考にかかる指針」を決定し、

役員候補者選考委員会を設置した上で、公募による新たな役員（業務執行理事）

の選任にかかる選考を開始した。 

 

○ 核物質管理センターは、役員候補者選考委員会での公募による選考を踏まえ、令

和５年 10月２日に評議員会において新たな役員１名を選任した。 

 

○ 指定機関の役員の選任は、原子炉等規制法第 61 条の 23 の 11 第１項の規定に基

づき原子力規制委員会の認可を受けなければその効力を生じないとされている

ため、令和５年 10月６日、核物質管理センターは、別紙１の申請書により、役員

１名の選任の認可申請をおこなった。 

  

資料 
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３．申請の概要 

○ 選任者（業務執行理事）： 

阪口 誠（現 核物質管理センター東海保障措置センター検査分析部長（検査担 

当）、 ）【新任】 

○ 任期： 

前任者の任期の満了する時まで（令和５年度に関する定時評議員会の終結の時

まで） 

 

４．認可の考え方 

○ 欠格事項に抵触していないこと（原子炉等規制法第 61条の 23の５第３号）。 

・原子炉等規制法違反により刑に処せられ、その執行を終わり又は執行を受ける

ことのなくなった後、２年を経過していない者 

・原子炉等規制法第 61 条の 23 の 12 の命令により解任され、解任の日から２年

を経過していない者 

 

○ 保障措置検査等実施業務の適確な遂行に支障を及ぼすおそれがない役員の構成

であること（原子炉等規制法第 61条の 23の４第３号）。 

 

５．認可処分(委員会決定事項) 

○ 選任された１名は、原子炉等規制法第 61条の 23の５第３号の欠格事項に抵触す

る者ではないことを確認した。また、別紙１の申請書にある役員の選任理由を踏

まえ、新たな役員を含めた役員の構成が、原子炉等規制法第 61条の 23の４第３

号に規定する保障措置検査等実施業務の適確な遂行に支障を及ぼすおそれがな

い構成であると認められる。 

 

○ 以上を踏まえ、原子炉等規制法第 61 条の 23 の 11 第１項の規定に基づき、別紙

２のとおり、本申請の認可を決定いただきたい。 

 

 

＜添付資料＞ 

（別紙１）指定保障措置検査等実施機関の役員の選任の認可申請書、公益財団法

人核物質管理センター役員候補選考にかかる指針、公益財団法人核

物質管理センター第２９回評議員会議事録 

（別紙２）指定保障措置検査等実施機関の役員の選任の認可について（案） 

（参考１）公益財団法人 核物質管理センター役員名簿 

（参考２）参照条文等 
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別紙１
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役員（理事）の選任理由 

 

         

氏名 

 

阪口  誠 氏 

公益財団法人核物質管理センター東海保障措置センター 

検査分析部長（検査担当） 

新任 

選任

理由 

 

 

 

 

 

注）上記者については、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」第１７７条

の規定により読み替えて準用する第６５条（役員の資格等）第１項、「公益社団

法人及び公益財団法人の認定等に関する法律」第６条（欠格事由）第１号及び

「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」第６１条の２３の

５（指定の欠格条項）第３号に該当しないことを確認している。 

（添付書類） 
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令和５年６月７日  

令和 5年 10月 2日改 

評議員会決定  

 

公益財団法人核物質管理センター役員候補選考にかかる指針 

 

(目的) 

1. この指針は、公益財団法人核物質管理センター（以下「センター」という。）

の役員（理事及び監事）の選任に必要な選考プロセスに関し、当該選考のよ

り一層の透明性の確保及び円滑な選考プロセスの実施を図ることを目的と

する。 

 

(役員候補者選考委員会の設置) 

2. 役員の候補者の選考に当たっては、１．に掲げる目的を達成するため、役

員候補者選考委員会を設置する。 

 

(任務) 

3. 役員候補者選考委員会は、役員候補者名簿を評議員会に提出する。 

(2) 役員候補者名簿の作成に当たって、次の場合には、候補者の選考は公募に

よるものとする。 

① 常勤の理事を選考する場合（ただし、候補者が現任者である場合を除

く。） 

② 上記の他、評議員会が、特段の事情により公募の必要があると認める

場合 

(3) 役員候補者選考委員会は公募にあたり、募集要項及び職務内容書を決定

し、評議員会または各評議員へ報告する。 

 

(構成) 

4. 役員候補者選考委員会は、評議員２名、外部委員３名、の５名で構成す

る。外部委員は、広く産学各界の外部有識者のうちから評議員会において

選任し、センター理事長が委嘱する。 

 

(委員長) 

5. 役員候補者選考委員会の委員長は、委員の互選とする。  
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(定足数) 

6. 役員候補者選考委員会は、委員の過半数の出席をもって成立する。ただ

し、外部委員の２名以上が出席することを要する。 

 

(議決) 

7. 役員候補者選考委員会の議事は、出席した委員の過半数で決する。可否同

数のときは委員長が決するところによる。 

 

(任期) 

8. 委員長及び委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

 

(招集) 

9. 最初の役員候補者選考委員会は、評議員会の議決に基づき理事長が招集す

る。 

(2) 委員長選出後においては、委員長が同委員会を招集するものとする。 

 

(情報提供) 

10. 役員候補者選考委員会は、必要があると認めるときは、以下の情報を提供

できる者に同委員会への出席を求め、その意見を聴くことができる。 

① 選出する役員の候補者の経歴等選考に当たって必要な情報 

② センターの業務に関する情報 

③ その他、役員候補者選考委員会が必要と認める情報 

 

(秘密の保持) 

11. 役員候補者選考委員会の委員長、委員及び同委員会に携わる者は、同委員

会の審議等において知り得た事項を漏らしてはならない。 

 

(議事録) 

12. 役員候補者選考委員会の議事については、議事録を作成する。議事録には、

委員長及び同委員会に出席した委員のうちから選出された議事録署名人２

人がこれに署名又は記名押印する。 

 

(センターホームページへの掲載) 

13. 公募を行う場合、募集要項及び職務内容書は、センターホームページに２

ヶ月間以上掲載する。また、応募者数についてもセンターホームページに

て公表する。 
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また、その他広く公募を周知するよう努める。 

 

(評議員会での選任) 

14. 役員候補者選考員会は、公募を経た場合には、公募者選考の結果及び選考理

由並びに関係資料を評議員会へ提出し、評議員会ではそれらを参考として

審議し、役員を選任する。 

 

(選任理由の公表) 

15. 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第６１条の２３の

１１の規定に基づく原子力規制委員会による役員の選任の認可後、速やか

に選任の理由等についてセンターホームページにて公表する。  

 

(事務) 

16. 役員候補者選考委員会の事務は、同委員会とセンターが協議し、指名され

た者が行う。 

 

(雑則) 

17. その他、役員候補者選考委員会の運営に関して必要な事項は、同委員会が

定める。 

 

 

本指針は、評議員会議決の日から施行する。 

 

以上 

- 8 -



- 9 -



- 10 -



- 11 -



- 12 -



 

 

 

 

（案） 

番  号 

年 月 日 

 

公益財団法人核物質管理センター 

 理事長 下村 和生 宛て 

 

原子力規制委員会         

 

 

 

 

指定保障措置検査等実施機関の役員の選任の認可について 

 

令和５年１０月６日付け０５核管総第１３０号をもって申請のありま

した上記の件については、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第６１条の２３の１１第１項

の規定に基づき、認可します。 

  

別紙２ 
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参考１ 
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参照条文等 

 

○核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32年法律第 166号） 
（指定の基準） 
第 61条の 23の 4 原子力規制委員会は、前条第一項の指定の申請があつた場合においては、その
申請が次の各号に適合していると認めるときでなければ、第 61条の23の 2の指定をしてはな
らない。 
一・二 （略） 
三 一般社団法人又は一般財団法人であつて、その役員又は社員の構成が保障措置検査等実施業
務の適確な遂行に支障を及ぼすおそれがないものであること。 
四・五 （略） 

 
（指定の欠格条項） 
第 61条の 23の 5 次の各号の一に該当する者には、第 61条の 23の 2の指定を与えない。 
一 (略) 
二 この法律又はこの法律に基づく命令の規定に違反し、刑に処せられ、その執行を終わり、又
は執行を受けることのなくなつた後、2年を経過していない者 
三 その業務を行う役員のうちに、次のいずれかに該当する者のある者 
イ 前号に該当する者 
ロ 第 61条の 23の 12の規定による命令により解任され、解任の日から 2年を経過していな
い者 

 
（役員の選任及び解任等） 
第 61条の 23の 11 指定保障措置検査等実施機関の役員の選任及び解任は、原子力規制委員会の
認可を受けなければ、その効力を生じない。 

2 （略） 
（解任命令） 
第 61条の 23の 12 原子力規制委員会は、指定保障措置検査等実施機関の役員又は保障措置検査
員がこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定又は業務規定に違反したときその他その職
務を行うのに適当でないと認めるときは、その指定保障措置検査等実施機関に対し、その役員
又は保障措置検査員を解任すべきことを命ずることができる。 

 
○公益財団法人核物質管理センター定款 
（役員の設置） 
第 23条 この法人に、次の役員を置く。 

(1) 理事 6名以上12名以下 
(2) 監事 2名以内 

2 理事のうち 1名を理事長とし、必要がある場合には、1名を専務理事とする。 
3 （略） 
4 代表理事以外の理事のうち、3名以内を業務執行理事とする。 
（役員の選任） 
第 24条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。 
2 理事長、専務理事及び業務執行理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 
 
（役員の任期） 
第 27条 理事の任期は、選任後 2年以内で終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時評
議員会の終結までの時とする。ただし、再任を妨げない。 

2 監事の任期は、選任後 4年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時評議員会
の終結の時までとする。 

3 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとする。 

4・5 （略）

 

参考２ 
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